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本日のご説明内容
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１．今後のＦＩＴ事業認定申請計画

※2018年度～202８年度（10ヶ年）

２．新規開発に関する課題

３．コスト低減等への取り組み

４．まとめ



（1）今後のＦＩＴ事業認定申請計画(2018～2028年度) 2

制度区分 出力区分 箇所数
発電出力

（ｋＷ）
発電電力量

（ＭＷｈ）
うち増電力量

（ＭＷｈ）

新 設

２００kW未満 ５２ ６,１４２ ３９,０４３ ３９,０４３

２００kW以上～１,０００kW未満 ３０ １９,３１１ １０９,７３２ １０９,７３２

１,０００kW以上～５,０００kW未満 ２１ ４８,０９５ ２２０,７２９ ２２０,７２９

５,０００kW以上～３０,０００kW未満 ５ ３９,９２６ １８１,１０１ １８１,１０１

計 １０８ １１３,４７４ ５５０,６０５ ５５０,６０５

導水路活用型リプレース

２００kW未満 ０ ０ ０ ０

２００kW以上～１,０００kW未満 ７ ２,７５５ ２０,１３２ ７８３

１,０００kW以上～５,０００kW未満 ９ ２４,８８２ １５２,０５１ ５,８６３

５,０００kW以上～３０,０００kW未満 １２ １３９,７４８ ６７７,５８７ ２６,５４６

計 ２８ １６７,３８５ ８４９,７７０ ３３,１９３

新設相当リプレース

２００kW未満 ０ ０ ０ ０

２００kW以上～１,０００kW未満 ２ １,２６０ ６,２３５ ２４１

１,０００kW以上～５,０００kW未満 １８ ５５,４５９ ３０１,４４７ １８,７６３

５,０００kW以上～３０,０００kW未満 １９ ２１３,７００ １,０３５,００９ ５７,２５９

計 ３９ ２７０,４１９ １,３４２,６９１ ７６,２６４

合 計 １７５ ５５１,２７８ ２,７４３,０６６ ６６０,０６２

注：リプレースの発電出力（kW）は系統連系制約を考慮し，既存の発電出力（kW）を計上する。
※系統連系制約がない場合，平均３～５％の増出力（kW）が可能。

注：リプレースの増電力量（kWh）は，現時点で把握できているもの以外は，４団体の実績値から４％の効率向上
と仮定して計上する。

注：新設の数値は，系統連系接続が可能となった場合の推定値として計上する。
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 これまで新規地点開発における主な断念理由

【経済性】
 水路トンネル，仮設工事などの土木設備工事費や系統連系

負担金の影響によりにより採算性が見込めず。
（→地点の奥地化）

 河川流量調査の結果，年間発生電力量が少なく採算性が見
込めず。（新規では河川維持放流も影響）

【地点条件】
 自然公園法区域に該当し断念。
 地滑り地域の該当や地質不良により断念。

（２）新規開発における課題
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a.新設・更新における取り組み
 新技術・新材料の適用

●小水力発電の水圧管路材料として，一般市販管（樹脂管）の採用によるコス
ト低減。

●高効率ランナーの適用（従来より増kW・増kWh）。

b.設備運用における取り組み
 自動制御の導入例

●流れ込み式発電所において，河川増水時の取水停止・取水再開を「人」から
「自動制御」を導入し，増kWhを図る。

（３）コスト低減等への取り組み

発電所運転

河川流量

溢水電力

早期取水による溢水低減取水時間延伸による溢水低減

停止電力量を削減

時間

電
力
・
流
量
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c.今後の設備運用における取り組み
 IoT技術の導入により機器保全を時間基準予防保全から状態監視・予兆保全へ

●発電所機器の温度など計測情報をリアルタイムで伝送・収集し，機器コン
ディション確認，ひいてはトラブル予兆を見出すことで最適な保全管理に
繋がる取組みを行う。

d.災害時における調整電源としての役割
 北海道胆振東部地震（2018.9.6発生）の影響により道内電力が ブラック

アウト。
●系統条件が整い次第，速やかに水力発電 約20ＭＷを電力供給し地域貢献。

（３）コスト低減等への取り組み

収集データ
トラブル予兆？
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 純国産エネルギーの水力発電は，再生可能エネルギー
の中でもベース電源となる重要な位置づけである。
新規水力は，複数年度の調達価格設定により事業の予
見性が高まり，引き続き導入に向け，コスト低減を含
めた取組みを推進していくとともに，系統制約を受け
にくい既設リプレースは，増電力量に寄与することか
ら，更なる水力開発の推進に向け，新設および既設の
両面において制度の継続をお願いしたい。

 改正ＦＩＴ法により，リードタイムの長い電源の導入
を目的とされて見直された複数年度の調達価格設定の
継続をお願いしたい。また，更なる水力導入促進のた
め調達価格の据え置きをお願いしたい。

（４）まとめ
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【参考】 ご検討いただきたい内容

（１）リプレースにおけるFIT認定から

設備廃止までの期間延長について
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現行のＦＩＴ制度では，設備廃止をする２年前から認定を
取得可能としている。しかしながら，事業の予見可能性を
高めるには，ＦＩＴ認定が確定したのちに詳細設計，事業
費の予算化および機器発注を実施することから２年を超え
るケースが想定される。加えて，発電機が複数台ある場合
は，発電所停止期間を短縮（＝再エネの有効活用）するべ
く交互停止をする場合がある。したがって期間延長の見直
し（３～５年）をお願いしたい。

【参考】ご検討いただきたい内容

現行制度２年

３年～５年

（１）リプレースにおけるFIT認定から設備廃止までの期間延長について
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